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～ 宮城の将来ビジョン・震災復興実施計画の概要等 ～
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１ 「宮城の将来ビジョン・
震災復興実施計画 （再生期） 」 の概要

２ 宮城県民経済計算の概要 （H24速報）

３ 平成２６年度 「みやぎ発展税」 活用施策

４ 参考資料の御案内

資料２関連
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１ 「実施計画」 の全体像

▽ 「宮城県震災復興計画」の 「再生期」 における

復興の着実な推進と「宮城の将来ビジョン」 の

実現に向けた中期的な実施計画

名称 宮城の将来ビジョン・震災復興実施計画 （再生期：平成26年度～29年度）

特徴 「宮城の将来ビジョン」と「宮城県震災復興計画」共通の実施計画として策定

掲載
事業

構成
【第１章】 はじめに 【第２章】 「復旧期」実施計画推進状況の検証
【第３章】 「再生期」における政策推進の基本方向
【第４章】 将来ビジョン・震災復興実施計画 【第５章】 震災復興実施計画

宮城県震災復興計画

H23-25 H26-29 H30-32

発展期再生期復旧期

将来ビジョン推進事業 震災復興推進事業

目標数 事業数 事業費見込額

130 387 7,395億円

目標数 事業数 事業費見込額

50 496 3兆384億円

総事業数：７２０件 ／ 総事業費見込額：３兆４，０１５億円

163件の
共通事業

資料２－② P1参照
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２ 「再生期」 における取組

▽ 再生期は「復旧」にとどまらない抜本的な「再構築」への動きを具体化

▽ 「４つの基本方向」と「６つの視点」に基づき，ビジョン・復興の取組を推進

政策推進の基本方向 （４つの柱） 取組推進の視点 （６つの視点）

① 必要な財源の確保と柔軟な制度運用

② 復興のための人材確保

③ 民の力を最大限活かしながら
「創造的な復興」を実現

④ 市町村と連携して力強く復興を推進

⑤ 効率的・効果的な県政運営

⑥ 東北地方の発展をけん引する
広域連携と道州制の推進

迅速な
震災復興

産業経済の
安定的な成長

安心して
暮らせる宮城

美しく安全な
県土の形成

： 将来ビジョンの 「政策推進の基本方向」（３項目）

「将来ビジョン３３の取組」 と 「震災復興計画７分野」 の取組を一体的に推進
～ 復興のスピードアップと社会経済情勢の変化等への対応による将来ビジョンの実現 ～

資料２－② P3～4参照
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３ 実施計画の骨子

▽ ３つの政策推進の基本方向に基づく将来ビジョン３３の取組と
復興計画に掲げる７つの政策分野からなる復興取組で構成

人と自然が調和した
美しく安全な県土づくり

富県宮城の実現
～県内総生産10兆円への挑戦～

安心と活力に満ちた
地域社会づくり

環境・生活・
衛生・廃棄物

保健・医療・
福祉

経済・商工・
観光・雇用

農業・林業・
水産業

公共
土木施設

教育

防災・安全・
安心

12取組

14取組 7取組

将来ビジョン
（33取組）

震災復興計画（７分野）

▽ 取組・分野ごとに行動方針，目標指標，目標達成のための個別取組を掲載

資料２－③ P18～20参照
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４ 「富県宮城の実現」 ・１２取組の内容(1)

取組 目標指標 主な個別取組

１ 地域経済を力強くけん引する
ものづくり産業（製造業）の振興

○ 製造品出荷額等

○ 企業立地件数

事業名 みやぎ企業立地奨励金事業

H26予算額 2,600 百万円

事業概要 立地企業への奨励金

２ 産学官の連携による
高度技術産業の集積促進

○ 産学官連携数

○ 知的財産の支援件数

事業名 試作開発支援事業

H26予算額 15 百万円

事業概要
県内中小企業の
試作開発への助成

３ 豊かな農林水産資源と
結びついた食品製造業の振興

○ 製造品出荷額等

○ １事業所当たり

粗付加価値額

○ 企業立地件数

事業名
食産業「再生期」
スタートダッシュプロジェクト

H26予算額 175 百万円

事業概要
販路開拓に向けた
商品開発等への支援

(1)育成・誘致による県内製造業の集積促進

発展

発展

新規

資料２－③
P23～28参照

資料２－③
P29～31参照

資料２－③
P32～35参照
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４ 「富県宮城の実現」 ・１２取組の内容(2)

取組 目標指標 主な個別取組

４ 高付加価値型サービス産業・
情報産業及び地域商業の振興

○ サービス業の
付加価値額

○ 情報関連産業売上高

○ 企業立地件数

事業名
みやぎＩＴ商品販売・
導入促進事業

H26予算額 29 百万円

事業概要
県内企業への無償試用提供に
よる販売促進支援等

５ 地域が潤う，訪れてよしの
観光王国みやぎの実現

○ 観光入込客数

○ 観光消費額

○ 外国人観光客

宿泊者数 ほか

事業名
インセンティブツアー
誘致促進事業

H26予算額 5 百万円

事業概要 誘客のためのプロモーション等

事業名
仙台空港600万人・5万トン
実現推進事業

H26予算額 35 百万円

事業概要
旅客・貨物需要の創出，
空港周辺地域の産業集積促進

(2)観光資源，知的資産を活用した商業・サービス業の強化

発展

発展新規

発展

資料２－③
P36～39参照

資料２－③
P40～43参照
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４ 「富県宮城の実現」 ・１２取組の内容(3)

取組 目標指標 主な個別取組

６ 競争力ある
農林水産業への転換

○ 農業産出額

○ 水田フル活用・

生産調整地内の作付率

○ アグリビジネス経営体数

○ 林業産出額

○ 優良みやぎ材の出荷量

○ 漁業生産額

○ 水産加工品出荷額 ほか

事業名
アグリビジネス・
チャレンジ支援事業

H26予算額 133 百万円

事業概要
アグリビジネス
推進体制整備等

事業名 水産都市活力強化対策事業

H26予算額 51 百万円

事業概要
水産物の流通・
販売への支援等

７ 地産地消や食育を通じた
需要の創出と
食の安全安心の確保

○ 学校給食の地場産野菜
などの利用品目数の割合

○ みやぎ食の安全安心取組

宣言者数 ほか

事業名 食育・地産地消推進事業

H26予算額 9 百万円

事業概要 地産地消の周知・定着等

(3) 地域経済を支える農林水産業の競争力強化

発展

発展

資料２－③
P44～53参照

資料２－③
P54～57参照



宮城県

8

４ 「富県宮城の実現」 ・１２取組の内容(4)

取組 目標指標 主な個別取組

８ 県内企業のグローバル
ビジネスの推進と
外資系企業の立地促進

○ 宮城県の貿易額

○ 企業誘致件数 ほか
事業名

東アジアとの
経済交流促進事業

H26予算額 5 百万円

事業概要
上海，大連，台湾での
商談会開催等

事業名
東南アジアとの
経済交流促進事業

H26予算額 1 百万円

事業概要
タイ，ベトナムへの
ミッション派遣

９ 自律的に発展できる
経済システム構築に向けた
広域経済圏の形成

○ 全国平均と比較した
東北地方の一人当たり
県民所得の割合

○ 東北地方の

転入超過数 ほか

事業名 地域連携推進事業

H26予算額 2 百万円

事業概要 他県との連携，ＩＬＣの推進等

(4) アジアに開かれた広域経済圏の形成

発展

発展新規

資料２－③
P58～61参照

資料２－③
P62～65参照
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４ 「富県宮城の実現」 ・１２取組の内容(5)

取組 目標指標 主な個別取組

１０ 産業活動の基礎となる
人材の育成・確保

○ 県が関与する高度人材
養成事業の受講者数

○ 基幹産業関連公共職業

訓練の修了者数 ほか

事業名
ものづくり人材
育成確保対策事業

H26予算額 21 百万円

事業概要
セミナー開催やキャリア
カウンセラーの高校派遣等

１１ 経営力の向上と
経営基盤の強化

○ 創業や経営革新の
支援件数

○ 認定農業者数 ほか

事業名 中小企業金融対策事業

H26予算額 67,801 百万円

事業概要 中小企業融資制度の充実

１２ 宮城の飛躍を支える
産業基盤の整備

○ 仙台塩釜港（仙台港区）の
貨物取扱量

○ 仙台空港乗降客数 ほか

事業名 仙台空港民営化推進事業

H26予算額 14 百万円

事業概要
仙台空港の民営化に向けた
検討・支援

(5) 産業競争力の強化に向けた条件整備

発展資料２－③
P66～71参照

資料２－③
P72～75参照

資料２－③
P76～80参照
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１ 「宮城の将来ビジョン・
震災復興実施計画 （再生期） 」 の概要

２ 宮城県民経済計算の概要 （H24速報）

３ 平成２６年度 「みやぎ発展税」 活用施策

４ 参考資料の御案内

資料３関連
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１ 県内総生産の推移 （H24速報）

▽ 平成24年度県内総生産（速報ベース）は，復興の進展に伴い，

名目8.5兆円（前年度比＋11.2%），実質9.1兆円（同+11.6％）と大幅に増加

県内総生産と
経済成長率※の推移

（億円） （%）

※ 名目はリーマン・ショック以前の水準に回復，実質は比較可能なH13年度以降最大

（速報）

※総生産の対前年度増加率

資料３ P1～2参照

【出典】 県統計課「宮城県民経済計算（平成２４年度・速報）」
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２ 経済活動別で見た県内総生産

▽ 建設業を中心に第二次産業の大幅な増加が総生産全体を押し上げ

項目 H23（億円） H24（億円） 前年度比(%)

県内総生産（名目） 76,330 84,849 + 11.2
１ 産 業 65,202 73,803 + 13.2
第一次産業 961 1,077 + 12.1

農業 693 780 + 12.6
林業 27 28 + 5.6
水産業 241 269 + 11.3

第二次産業 15,054 21,553 + 43.2
鉱業 32 48 + 48.5
製造業 8,277 9,728 + 17.5
建設業 6,745 11,777 + 74.6

第三次産業 60,492 62,080 + 2.6
電気・ｶﾞｽ・水道業 1,205 1,698 + 40.9
卸売・小売業 11,340 11,342 + 0.0
金融・保険業 3,070 3,210 + 1.6
不動産業 11,327 11,554 + 2.0
運輸業 2,358 2,815 + 19.3
情報通信業 4,020 4,057 + 0.9
ｻｰﾋﾞｽ業 15,867 16,588 + 4.5
２ 政府ｻｰﾋﾞｽ生産者 9,565 9,091 ▲ 5.0
３ 民間非営利ｻｰﾋﾞｽ生産者 1,739 1,816 + 4.4

４ 輸入品に課される税・関税 151 483 + 219.0
５ 総資本形成に係る消費税 328 343 + 4.6

三次産業
60,492

建設
11,777

製造
9,728

一次産業
961

経済活動別

県内総生産 （名目）

（億円）

一次産業 1,077

三次産業
62,080

二次
産業

15,054

二次
産業

21,553
製造 8,277

建設 6,745

資料３ P1～2参照
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１ 「宮城の将来ビジョン・
震災復興実施計画 （再生期） 」 の概要

２ 宮城県民経済計算の概要 （H24速報）

３ 平成２６年度 「みやぎ発展税」 活用施策

資料４関連

４ 参考資料の御案内
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納税義務者 県内に事務所又は事業所を設けて事業を行う法人（法人事業税に同じ）

課税概要 県税条例に定める法人事業税の税率の1.05倍（法人事業税の超過課税）

課税期間 平成30年2月28日まで 管理方法 「富県宮城推進基金」にて管理

税収の使途

これまでの
主な成果

１ 「みやぎ発展税」 の概要

14

▽ 「みやぎ発展税（H20年3月導入）」を活用した産業振興・震災対策施策は，

県内への産業集積と東日本大震災等の被害軽減に着実に貢献

▽ H24年9月議会において，課税期間の5年間延長を議決

産業振興
パッケージ

震災対策
パッケージ

・ 企業集積促進
・ 中小企業技術高度化支援
・ 人づくり支援
・ 地域産業振興促進 ・ 防災体制の整備

・ 災害に対応する
産業活動基盤の強化

県内総生産
10兆円達成

地震等被害
最小限化

資料４ P1参照

佐沼大橋・耐震補強

大衡ＩＣ等整備 トヨタ自動車グループ企業誘致

震災時も落橋せず，
緊急輸送道路として

早期復旧に貢献

産業
振興

産業
振興

震災
対策
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▽ 引き続き「産業振興」 と 「震災対策」 に絞り活用 （活用額：約37億円）

項目 事業数 活用額（前年度比）※ 主な活用事業

発展税活用額合計 35 3,686 (▲826) －

産業振興ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 30 3,571 (▲765) －

企業集積促進 6 3,042 (▲797)
県内外企業の工場新増設等に対する奨励金，名古屋産業
立地センター運営，工場用地を整備する市町村支援等

中小企業
技術高度化支援

7 116 (▲57)
産業技術総合センターの機能強化，資金調達環境の整備，
自動車産業の専門技術者派遣，高度電子機械産業の展
示・商談会開催，試作品開発支援等

人づくり支援 5 54 (+12)
自動車・高度電子機械産業の高度人材育成，
教員研修・企業ＯＢ等の実践的授業・最新工作機械導入，
県内ＩＴ企業の事務系人材育成等

地域産業振興促進 12 359 (+77)
地域産業の販路回復支援，観光地の整備充実，
県内IT企業の開発商品の導入促進，仙台空港を活用した
国内外との交流強化，大規模園芸経営体の育成支援等

震災対策ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 5 114 (▲61) －

災害に対応する
産業活動基盤の強化

1 29 (▲42)
市町村指定避難所や不特定多数者利用施設，避難に配慮
を要する方々の利用施設等の耐震診断に対する助成等

防災体制の整備 4 86 (▲19)
防災リーダー養成，学校施設の防災対策支援，
災害対応型交通安全施設の整備等

（※ 単位：百万円）

発展税活用施策（富県宮城推進基金充当事業） の概要

資料４ P2～4参照



宮城県本日の御報告事項
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１ 「宮城の将来ビジョン・
震災復興実施計画 （再生期） 」 の概要

２ 宮城県民経済計算の概要 （H24速報）

３ 平成２６年度 「みやぎ発展税」 活用施策

４ 参考資料の御案内

参考資料１～５関連



宮城県平成26年度宮城県当初予算の概要
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▽ 復旧・復興加速化と県政課題解決の施策を積極的・重点的に予算化

参考資料１

▽ 一般会計当初予算（1兆4,580億円）はH24・25に次ぐ過去３番目の規模

H26当初予算の規模 （億円・％）

区分 予算額 前年度比較

総会計 18,396 100.3

一般会計 14,580 95.8

特別会計 3,319 126.6

準公営企業会計 219 98.0

公営企業会計 277 99.7

震災対応予算の編成状況（億円）

年度 一般会計 総会計

H22 256 300

H23 15,432 16,114

H24 10,797 11,387

H25 9,401 9,661

H26 6,469 6,500

合計 42,354 43,963

※ H22～24は最終現計予算額， H25は2月補正後

区分 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

規模 8,257 8,186 8,149 7,985 7,841 8,363 8,396 8,400 16,823 15,213 14,580

増減率 +0.5 ▲0.9 ▲0.5 ▲2.0 ▲1.8 +6.7 +0.4 +0.0 +100.3 ▲9.6 ▲4.2

一般会計当初予算規模の推移（億円・％）



宮城県復興の進捗状況 （主な取組状況）
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参考資料２ P15・17

項目
予算額（億円）
※国・県合計

認定件数 当初交付
決定額（億円）

完了（進捗率）

グループ数 事業者数 事業者数 支出額（億円）

全体 2,373 190 3,547 2,249 2,267（65％） 1,376（63％）

23年度（1～3次） 1,218 65 1,192 1,196 1,031（87％） 930（80％）

24年度（5～7次） 1,005 114 2,278 1,012 1,236（55％） 445（45％）

25年度（8～9次） 150 11 77 42 0（0％） 0.5（1％）

「グループ補助金※」 交付等状況 （H26年1月末） ※ 中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業

雇用創出事業の取組※ （H26年1月末） 宮城県合同就職面接会の開催状況

時期 場所 参加者数等

H24年度
仙台・石巻・気仙沼

企業440社／求職者1,329人

H25年度 企業191社／求職者880人

申請企業数 雇用者見込数

4,649社 16,550人

※ 「事業復興型雇用創出事業」の数値（申請ベース）

▽ 「グループ補助金」交付による被災企業の施設復旧支援や，
雇用創出事業・合同就職面接会の開催による雇用安定化支援を実施



宮城県

み
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ぎ
観
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ラ
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・取
組
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子

施策方向性 具体的取組

第３期みやぎ観光戦略プラン
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▽ 再生期の沿岸部観光復興と交流人口拡大・地域活性化に向けた実施計画

参考資料３

▽ 震災を契機とする緊急・戦略的取組に着手，宮城・東北の観光復興を加速化

緊
急
・
戦
略
的
取
組

継
続
的
取
組

○ 復興ツーリズム推進
○ 沿岸部復興情報発信

○ 外国人誘客促進
○ 受入態勢整備
○ 原発事故等風評払拭

○ 中部以西誘客促進
○ 仙台空港民営化促進
○ 東北広域観光推進

○ 旅行意欲喚起
○ 県外誘客促進（首都圏等）

○ 観光素材発掘，磨き上げ
○ 人材育成・おもてなし等

再生期の主要目標

観光客入込数 6,700万人

宿泊観光客数 900万人

観光消費額 6,000億円

沿岸部の観光資源
再生・積極的誘客

外国人観光客の回復

空港民営化等を
契機とした
東北広域観光の充実

県外誘客促進
（観光消費拡大）

観光資源の魅力向上・
受入体制整備拡充

過去最高の
観光目標

実現をめざす

旅行会社等招請海外博覧会出展

語り部ガイド研修教育旅行

民営化を控えた
仙台空港



宮城県みやぎ国際戦略プラン （第３期）
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▽ 海外交流活発化による我が県経済活性化・県勢発展に向けた実施計画

参考資料４

▽ 販路の回復と外資系企業誘致等による雇用創出等を通じた復興加速化，

国際ブランド“ＭＩＹＡＧＩ”の確立を通じた「富県宮城の実現」を目指す

み
や
ぎ
国
際
戦
略
プ
ラ
ン
・取
組
骨
子

施策方向性 具体的取組

（緊
急
・戦
略
的
取
組
）

グ
ロ
ー
バ
ル
化
促
進

（継
続
的
取
組
）

国
際
知
名
度
向
上

○ 台湾輸出拡大 （新たな国際協力締結等）

○ 香港輸出促進 （輸出再開）

○ 東南アジア販路開拓 （タイ・ベトナム等）

○ 原発事故風評払拭 等

○ 海外企業とのビジネスマッチング
○ 外資系企業の二次進出誘致

○ ＢＯＰビジネス促進 等

○ 意識・言葉・生活の「壁」解消

○ 海外誘客促進，空港港湾利用促進 等

○ 中国吉林省・米デラウェア州・露ニジェゴロド州 等

県内企業の
海外販路開拓・拡大

外資系企業の
本県進出・活動促進

国際協力活動推進

多文化共生社会の形成

友好地域との
関係強化

観光振興・
インフラ強化

海外との
交流基盤
強化



宮城県みやぎ産業再生アクションプラン

「現状・課題見える化シート」
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▽ 沿岸９市町※の商工業・観光・雇用の再生に向けた現状・課題等を可視化

参考資料５

▽ 各市町との連携の下，産業再生取組の方向性・役割分担等を明確化し，

具体のアクションにつなげることで沿岸部産業の復興を加速化

取組主体（地元企業・金融機関・商工団体等）

【見える化シート概要版の構成】

H27年度
達成目標

「ものづくり・商業」・「観光」・「雇用」の別に
復興進捗に関する定量・定性的データ・動向と今後の課題等について記載

（※ 震災被害が特に甚大であった石巻，気仙沼，名取，岩沼，東松島，亘理，山元，女川，南三陸について作成）

復興まちづくり現況図

震災前
データ

現状・見える化シート概要 ＜○○（市町名）版＞

こ
れ
ま
で
の

行
政
支
援

国・県・市町

こ
れ
ま
で
の

民
間
支
援

期
待
さ
れ
る

民
間
支
援

民間企業（外部）

人口

各エリアの
復興事業の

進捗概要を記載

事業所数 従業者数
観光

入込客数
雇用保険

被保険者数
有効

求人倍率

現状・課題等

事業再開率 観光入込客数・観光消費額 雇用水準


